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平成２１年（行ウ）第１２号　浦和青年の家跡地廉価売却・違法確認住民訴訟　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　不当判決　抗議声明　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　

昨日5月16日、さいたま地裁　原啓一郎裁判長は、請求を棄却する不当判決を言い渡しました。十分な証人調べを怠り被告側の主張をそのまま反映させた不当な司法判断を私たちは到底受け入れることができません。速やかに控訴手続きを行い、控訴審で闘う所存です。

判決の不当性に関し以下に指摘します。

1． 県内１１所あった青年の家は、浦和青年の家以外はすべて寄附地などであったことで市町村へ移管、あるいはリニューアルされた。原告らの調査で本件跡地も寄附地であったが、県はこの調査を怠り売却した。判決はこのことに触れず、用途廃止は妥当だとしている。

2． 日赤社屋移転理由は、被告県の主張を鵜呑みにし、県庁及び県危機管理防災センターから離れること、緊急輸送道路からも遠くなり直下型大地震の際などには支障をきたすことなど判決では言及していない。むしろ移転先の「本件土地は県庁に近く災害時に県と連携を取りやすい位置にある」とさえ評している。

3． 売却価格の基となる、時価設定のための不動産鑑定を被告は３割安くと（株）浦和鑑定のK鑑定士に依頼した（原告側は証拠テープを提出）。公正を期さなければならない鑑定がこの依頼のために違法な操作が行われた鑑定評価額となった。

このK鑑定の評価額から事務取り扱い要領の規定によりさらに２割減じて売却価格が時価の約半額の５億8454万円となった。原告が依頼した清水鑑定評価額の４５％、西鑑定評価額５５％減となったことは判決も認める。

　　　　しかし、鑑定依頼した被告、及び鑑定したK鑑定士は公序良俗に反する違法行為を行ったにも係わらず、判決は「K鑑定には疑問がある。適切でない点が散見される」と述べただけでとどまる。さらに「2割を超えた減額は知事の裁量権の逸脱又は濫用にはならない」とした。さらに社会通念上、地方財政健全化法や地方財政法の趣旨を没却する結果にはならない」とした。この判断に納得できない。

4． 本件売却が可能になったのは上田清司による双方代理によると、原告側は主張した。利益相反する埼玉県知事と日赤埼玉県支部長は同一人物の上田であり、売買契約書以外の文書のやり取りはすべて埼玉県知事と日赤埼玉県支部長間で行われた。しかし判決は「売買契約書は双方代理行為には当たらない。実質的当事者も本件証拠を精査したが認めるに足りる事実はない」と断じた。　

上記不当判決について憤りをもって抗議を表明します。　　
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